




介護保険制度の発足 を機に 「福祉生産 ・供給 システム」は在宅福祉サービス政策に
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1.現 代社会の三つのシステムと 「福祉生産 ・供給システム」
(1)「 福祉」の形成 と三つのシステム
本論では日本社会の福祉 を形成している全体システムの中において、地域福祉政策がどのよ
うに関わ りあっているのかを論 じてみたい。この場合の 「福祉」 とは制度施策などの狭い意味
を表すのではな く、「人間がよりよい地域生活を送るために、生活上の困難や障害を解消 してい
くための営み全般」ととらえている。ここで論 じようとするよりよい地域生活への営みは、生
活者の尊厳 と人権 を遵守するに足 りるものでなければならない。アマルティア ・センの言葉を
借 りれば(Sen,Amartya=2006:146)、 「人間としてふさわしい条件 としての自由」の 「機会」そ
の ものとそれを獲得するに至る 「プロセス」の両方(Sen,Amartya=2006:151)を 選択できる営
み全般であるということができるだろう。 しか しながら、現実にはその時々の国 ・地方自治体
といった政府の財政状況に照 らし、またその時々の政治判断のもとで、公的責任において確保
される福祉の質と量が規定されてお り、この質 と量が必ず しも人権を遵守 したものとは言い切
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つ まり、自主的な民間活動の内容 と量は政策サイ ドか らの思惑から規定されてきたともいえる
のである。
さて、「福祉」の形成 という場合には、まずは、一般的に 「あた りまえの生活」の水準に達 し
えずに社会生活上のニーズをもつ要援護者のために、制度施策を創設し機能させてい くことが
必要であるし、制度内外にかかわらず具体的サービスを創設 し供給することで実現されていく。





が ら地域社会に住むことがごくあたり前 ととらえ られる土壌を築 くための協力原理に基づ く意








ある。これらをとらえるのに訓覇法子が使用している 「福祉生産 ・供給システム」 という用語
は有意義である。訓覇法子は、「福祉生産 ・供給システム」について 「誰が、どのようなサービ
スをいかなる条件 において、誰に供給 し、誰に支払うのか、 ということを明確にする枠組みで
ある」 としてお り、現代社会を形づ くる三つのシステムとしての経済システム、政治システム、
社会システムそれぞれの相補関係によって 「福祉生産 ・供給 システム」のありようが規定され
るものである(訓 覇2002:10)と いう。この三つのサブ ・システムは互いに相補的に機能 し合








ムを支えるための 「経済システム維持サービス」があるという(神 野2002:266)。 社会福祉に
かかわりがあるのは 「社会システム維持サービス」だが、これには、社会保障給付 と 「対人社
会サービス」があり、「社会システム維持サービス」を講じる政治システムは、その供給の代償
として社会システムからの忠誠を調達しているのだという。また、政治 システムは経済システ
ムから租税 を徴収 し、租税によって財政出動を行っているのである。つ まり、公共サービスと
しての 「社会システム維持サービス」を成 り立たせる要素 として構成員からの忠誠と租税が必










うをとらえるビクター ・A.ペ ス トフの福祉 トライアングルでは、福祉供給主体 として、国家




クターとし、他セクターとは異なる独 自セクター としてとらえている。 しかし、他セクター と
重なりあう部分 もあ り、その混合性や異質性が第三セクターの特徴 ともなっている(Pestoff,




領域を位置づけたことが第三セクターの重要ポイントと指摘 している(川 口2002:72)。 川口
によれば、ヨーロッパにおいてこのセクターは人々の自発的な連帯が前提 として成 り立ったも
のであり、「社会的経済」と呼ばれてお り、市場経済や国家経済とは区別された共同経済の領域
を指すものであるという(川 口2002:77)。 そ して国家、市場、非営利 ・協同組織の制度化 さ
れた3つ のセクターとインフォーマルな世帯やコミュニティを含めた社会経済 システムを、福
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祉社会を構築するシステムとして位置づけている(川 口1999:11)。 このようなシステムにお






ニーズをもつ人に対する制度化 された直接的サービスを 「公的福祉サービス」 とし、「公的福祉
サービス」の生産 ・供給にかかわるシステムを 「公的福祉サービス生産 ・供給システム」とす
る。そして、公的なものや企業サービスも含めてのサービスを 「福祉サービス」とし、必ず し
も 「公的福祉サービス」 として制度化 されておらず政府の財政措置がなされないような、まさ
に協力原理での地域社会での無償労働 としての自発的サービス活動や意識醸成の取 り組みなど




2.日 本 におけ る 「福祉 生産 ・供給 システム」 の多元化 の変遷
(1)施 設サービスを中心 とした 「福祉生産 ・供給システム」
戦後 日本の 「公的福祉サービス生産 ・供給 システム」は、救貧対策を中心として国の責務 に
おいて形成された。1950年 代には社会保障の給付が成立 し、失業 と低賃金に起因する失業者対
策が行われた。1960年 代 には、公的扶助 とは別に施設整備を図 りなが ら 「公的福祉サービス」






的福祉の不備 を民間社会福祉に依存するしかない という現実的要請と、 日本国憲法89条 の慈善
博愛事業にたいする公金支出の禁止条項の矛盾を、措置制度による措置権者と社会福祉法人の
委託 ・受託関係 によって解決 しようとしたのである。 よって、詳細な最低基準が規定され、受
託者である社会福祉法人はこの基準を確実に果たし、安定的継続的に運営されなければならず、




その後 日本は経済成長を続け、1960年 代 には公害問題や環境問題に伴 う生活問題が噴出 し、
これらに対抗する市民レベルの運動が巻 き起 こった。 さらに、養育 ・教育費の増大、住宅難な
どの新 しい生活困難の一環 として、共働 き世帯の保育ニーズが噴出した。保育所増設運動は、







た、1970年 代か ら障害者共同作業所運動が巻 き起 こり、やがて無認可共同作業所 に対する補助
制度が創設されるのである。これらの例は 「公的福祉サービス」の生成の具体的な引き金とし














(2)在 宅福祉サービス政策における 「福祉生産 ・供給システム」
さて、1970年 代前半までは、地方自治体による社会福祉単独事業の拡大がみられたが、1973
年のオイルショック以降、財界を中心 とした経済システムや、そしてそれに引きず られるよう
に大蔵省、 自治省 といった政治システム内部からも、地方 自治体の単独事業をはじめとする公
的セクターの充実強化に対して否定的な声が噴出 し、施策の見直 しが要請される。1970年 代後
半からは、行政サービスの硬直化と自治体財政確保の困難性 を理由に、膨張 したとされた自治
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必要経費の3分 の1を 負担するという予算措置を講じ、地方自治体の負担を伴わせ、地方 自治
体の単独事業を国の枠組みの中に取 り込むという形で在宅福祉施策の拡大を現実化することと
なる。このことはそれまでの国と地方 自治体 との関係 に変化を生 じさせ(古 川1992:19)、 国
による自治体の統制の強化につながるのである。
1979年 に全社協でとりまとめ られた 『在宅福祉サービスの戦略』では、在宅福祉を推進する
「福祉サービス活動」供給主体の多元化が提起 されている。「公」を国 ・都道府県 ・市町村 とし、
「私」 を民間施設、社協という専門機関とともに民生委員やボランティア、地域住民、そ してサ
ービス利用者や家族までも位置づけ、この考え方が1980年 代の在宅福祉サービス拡大の推進方
策 となるのである。さらに、1970年 代後半か ら着々と準備が進められ1980年 代以降広め られた
日本型福祉社会論は、財政支出の大幅な削減 と行政機構 ・事務の簡素化 と効率化を求め、それ
を補完するためのイデオロギー装置として打ち出された。社会福祉の領域でみると、政治シス
テムによる 「社会システム維持サービス」を縮小させ、個人の自助 ・自立と家庭や近隣、職場
や地域社会での連帯 ・相互扶助 という社会システムと、民間企業の活力 といった経済システム
によっての生活問題への対応を行うものである(古 川2002:203)。 特に家庭内扶養を 「福祉の
含み資産」 ととらえ、積極的に活用 しようというものであり、それを補うための地域社会での
活動が強調された。
このころから、自治体の 「公的福祉サービス」の供給主体 として、地方自治体が関与 しなが
らも自治体 とは異なる立場で在宅福祉サービス供給を目的とした福祉公社を設置させるように
なったり、生活協同組合や農業協同組合、当事者組織などの非営利 ・協同組織 も活用 され、そ
れ らが供給主体 となる任意の在宅福祉サービスも登場 していった。さらに、1980年 代後半か ら
は 「営利を目的とせずに有償 ・有料で行う(全 国社会福祉協議会1997:70)(1)」 「住民参加型在
宅福祉サービス」が登場 した。評価すべき点はあるものの、有料化の導入は、営利を目的とし





そ して、1990年 の社会福祉八法改正によって在宅福祉サービスの位置づけが明確化 し、「公
的福祉サー ビス」の実施主体の国 ・都道府県か ら市町村への分権化がすすむこととなるととも






ここまでをまとめると、1970年 代は市民 レベルの運動や非営利 ・協同組織の新たな活動によ
って 「社会 システム維持サービス」が拡大 された。1980年 代から1990年 代初めにかけては、政












のである。1995年 か ら96年にかけて国において検討 された 「財政構造改革」の一環 としての社
会保障構造改革が影響を及ぼしており、そこでは 「公的福祉サービス」は基礎的給付にとどめ
るものとし、社会保障構造改革の基本は市場メカニズムの活用に比重をおき、自己責任 ・自己
選択を通 じて民間サービスを活用するものとされた(佐 藤2006:210)こ とが引き金になって
いるといえる。具体的に言えば、介護保険導入 も想定し、これまでの 「公的福祉サービス」の
セクターに加え、介護サービスの供給に市場セクターへの門戸が広げられ、他方で市場に参加
しきれない人たちへの対応 として 「公的福祉サービス」以外 に非営利 ・協同組織の活動に熱い
期待が寄せ られるようになったのである。
そして、社会福祉の基礎構造改革もなされ、措置制度か ら、自立 した個人を前提 とした規制
緩和 と競争原理に基づ く福祉サービスの契約による購入がもたらされたのである(佐 藤2006:
214)。1997年 になると、高齢者分野においては介護保険が制定され、介護保険サービスの供給
主体は、営利企業、非営利 ・協同組織、社会福祉法人、自治体 というように多元化された。さ
らに、利用者はサービスの購入者 として、供給主体 と契約を行 うこととな り、利用者へのサー
ビス調整役 として、多元化された運営主体 に所属するケアマネージャー個々に託された。 しか
し、サービスの絶対量が不足 しており、ただ安価なサービス供給 としての 「福祉活動」にも期
待が寄せられるのである。
ところで1980年 代以降の在宅福祉サービスの推進に関わる日本の 「福祉生産 ・供給システム」
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の変遷は》イギリスのコミュニティケア政策に強く影響 を受けている。次にイギリスの変遷を
追うこととする。













るパ ッチ ・システム(patchsystem)が 導入された(平 岡2003:25-26)。
さらに、1972年 には国はガイドラインに沿って各自治体に対人社会サービスの10ヵ 年計画を
策定 させることを求めた。イギリス政府保健 ・社会保障省(DHSS)の 策定 したガイ ドライン
によると、サービスの種類 として、高齢者給食サービスや保育所、知的 ・身体 ・精神のデイセ
ンターだけでなく入所施設についても挙げ られている(平 岡2003:7)。 これは日本における
ゴール ドプランの策定を彷彿 とさせるのだが、決定的に異なる点がある。それは財政について
の国と地方 自治体との関係性である。地方自治体の対人社会サービスの供給に伴 う財政執行の
裁量は地方 自治体にあり、国からの地方税支援補助金の交付 を受けつつ も、その関係性 は上意
下達ではなくパー トナーシップが保たれていたのである(君 村1999:59-60)。
シーボーム改革か らの約10年 間は 「分権的多元主義(decentralizedpluralist)」 が社会政策研
究において高まった時期である(平 岡2003:31-36)。 思想 ・理念に関わるレベルでは、伝統的
資本主義と社会主義に変わるオルタナティブとして、個人主義(individualism)で はない、協
同的(collectivism)な 立場に立ったサービス供給の主張がなされ、国家役割縮小に変わってボ
ランタリー部門とインフォーマル部門が重視されるべ きと主張 された。よって必ず しも営利部
門の推進が意図されたものではないと理解できつつも、行政部門の縮小は新保守主義政権以降
の動向であ り、コミュニティケア政策がそれほどすすまず、営利の入所施設の増加が顕著にな





①公的部門の他に②ボランタリー部門(民 間非営利組織)、 ③インフォーマル部門(家 族 ・親

















分業システムをもつ組織が形成され19世 紀後半には多 くの民間非営利組織が設立された(宮 城
2000:60-70)(5)。 そして、国家としての政策が推進されても民間福祉の役割の高さは認識 され
てお り、1960年 の 「チャリティ法」では、チャリティ委員会に公益法人認可の権限を与え、チ
ャリティ団体を登録制として財政上の優遇措置を認めており、チャリティと認定された組織の
活動は 「ボランタリー組織」 として位置づけられるようになり(田 端2003:217-218)、 かなり
の補助金も投入されていたのである(宮 城2000:83-97)(6)。
戦後初期の民間福祉活動の役割は、社会サービスの国家責任が拡大することによって、一時
縮小 したが、1960年 代にはサービス提供を主 とする団体だけでなく、圧力団体やセルフヘルプ




シーボーム報告書では、「ボランタリー組織」や 「コミュニティ ・グループ」 として活動 して
いるようなボランティアグループも自治体対人社会サービスの供給チームの中に組み込んでい
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く必 要 性 が 論 じ られ た 。 しか しウ ル フ ェ ンデ ン報 告 書 で は、 民 間福 祉 活 動 が す べ て 専 門職 の 肩
代 わ り をす る とい う もの で は な く、民 間福 祉 活 動 の批 判 的 な 目を活 用 す る こ とを提 起 して い る。
(2)サ ッチ ャ ー政 権 下 での 政 策 の 矛 盾
1982年 に発 表 され たバ ー ク レイ 委 員 会 報 告 書(NationalinstituteforSocialWork=1984)は イ
ギ リス にお い て の 地 方 自治 体 の 対 人 社 会 サ ー ビス の 担 い 手 で あ る ワー カー 、 わ が 国 で い え ば福
祉 事 務 所 の ワ ー カー を中 心 と した 役 割 と任 務 を記 した も の で あ る 。 この 中 で 、 新 た に 「コ ミ ュ
ニ テ ィ ・ソ ー シ ャル ワー ク」 とい う概 念 を打 ち 出 して お り、 で きる か ぎ り一 人 の ソー シ ャル ワ
ー カ ー に よ るサ ー ビ スの 提 供(NationalInstituteforSocialWork=1984:146)を
、 イ ン フ ォー
マ ル な コ ミ ュ ニ テ ィの ネ ッ トワ ー ク を活 用 し なが ら 「社 会 的 ケ ア 計 画 」 と 「カ ウ ンセ リ ン グ」
の両 立 に よ っ て 実 施 して い こ う とい う もの で あ る。 この 報 告 書 で は 少 数 派 の 二 つ の 意 見 も併 記
さ れ て お り、ピ ン カー委 員 の少 数 派 意 見 で は、「福 祉 政 策 担 当者 が 知 的袋 小 路 に迷 い こん だ と き、
常 に コ ミュ ニ テ ィ と い う用 語 で そ の 困 惑 を お お い 隠 して い る。(NationalInstituteforSocial
Work=1984:323)」 と明快 に 「コ ミュニ テ ィ ・ソー シ ャル ワー ク」 を批 判 して い る ので あ る。
ビル ・ジ ョー ダ ンは 、 バ ー ク レイ報 告 で の 相 反 す る意 見 を、 ソ ー シ ャル ワー ク を と らえ るイ
デ オ ロギ ー 上 の対 立 に よ って 生 じる ジ レ ンマ と して 取 り上 げ て い る 。 ハ ドレイ ら3名 の 少 数 派
意 見 は 、 福 祉 国 家 の 考 え方 で は 自分 の地 域 で の 近 隣 関 係 で 住 み続 け る こ と は可 能 で は な く、 そ
もそ も ソー シ ャル ワー ク は近 隣 な どの イ ン フ ォー マ ル な力 の活 用 に よる 柔 軟 で 構 想 力 に富 む 方
法 で 強 化 す べ きで あ り、 狭 い 専 門職 的 志 向 を捨 て 去 る こ と に よ っ て 、 コ ミュニ テ ィ内 の 協 働 が
活 性 化 す る もの で あ り、 素 人 の 人 た ち を通 して 間 接 的 に働 くこ と と、社 会 的 ケ ア計 画 と コ ミ ュ
ニ テ ィ ワー ク に お け る 技 術 を向 上 させ 、 しっ か りした 組 織 と地 域 の情 報 が あ れ ば も っ と 克服 で
きる 問 題 が あ る とい うの だ(Jordan,Bill=1992:130)。 一 方 の ピ ン カー の 主 張 は、 バ ー ク レイ 報
告 書 で 目指 さ れ て い る コ ミュ ニ テ ィ ・ア プ ロー チ で は専 門職 者 の専 門 的 技 術 の 必 要 な ク ライ エ
ン トは 無 視 さ れ る と し、 専 門 職 的 志 向 を捨 て る よ りも 「ク ラ イ エ ン ト中 心 」 の ま ま、 コ ミ ュニ
テ ィ との 連 携 を 改 善 す べ き とい う考 え方 で あ る と述 べ て い る。 そ して 、 ピ ン カー は専 門職 者 の
身分 は 残 余 の もの に させ られ る と主 張 して い る とい う。 ま た、 資 源 拡 大 を求 め る大 衆 的 圧 力 団
体 と して の 左 翼 勢 力 と公 共 サ ー ビス の代 替 供 給 者 を求 め る右 翼 勢 力 の 双 方 か ら も、 コ ミュ ニ テ
ィ ・ア プ ロ ー チ が 支 持 され て い る と指 摘 す る の で あ る(Jordan,Billニ1992:132)。
ジ ョー ダ ンは 、 ピ ン カー の 、 ク ラ イ エ ン トを弱 者 の ま ま置 く よ うな ソー シ ャ ル ワー ク観 に は
否 定 的 で あ りな が ら も、 指 摘 され て い る潜 在 化 され た 政 治 的意 味 を支 持 して い る。 そ して 、 多
数 派 報 告 とハ ドレイ 少 数 派 報 告 の 主 張 す る よ う な善 意 の ア プ ロ ー チ が 、 冷 徹 な資 本 蓄 積 を追 求
す る 政 策 にお い て 誤 っ て 利 用 され る可 能性 が あ る点 や 、 当時 の経 済状 況 や そ の 下 で の 政 策 が ソ
ー シ ャル ワ ー カ ー の役 割 に どの よ う に影 響 した か の 追 究 が 十 分 で な い こ と、 さ らに社 会 変 革 の




現実には、 自由裁量のあった地方自治体は、サ ッチ ャー政権のもとで財政統制下に入 り(君
村1999:61)、 厳 しい歳出抑制の中、現場では児童虐待や失業 ・貧困問題などに追われケース
に高度の専門性が必要となり、地域チーム内の枠内に専門分化がみられ、近隣住民に依拠 した
コミュニティ ・アプローチ を推進す ることが困難 な状況におかれていたのである(平 岡








宮城は1960年 代から70年代と、サ ッチャー政権 となった80年代 とでは政府と民間組織の役割
について大きな変化があり、前者では民間福祉活動は公的サービスの補足であったのが、後者




治体歳出の抑制 ・削減が進め られ、対人社会サービスはあいまいな概念装置としての 厂コミュ
ニティ」の提起 とインフォーマルセクターの活用によって弱体化 を招いたのである。そ して、





コミュニティケア推進策の行 き詰 まりに、政府は政策の総合的検討を行い、199ユ年の 「国民
保健サービスおよびコミュニティケア法」 として具体化 した。この改革は対人社会サービス供
給システムに大変革をもたらすものであり、供給の市場原理を標榜 しつつ公的規制を併存する












の 「供給者」か ら 「条件整備主体」 となってお り、「購 入者 一供給者分離(purchaser-
providersplit)」 の原則が貫かれている。ただ し、「供給者」の役割が全 く否定されているわ
けではないし、サービスを購入するのは一人ひとりの利用者ではなく地方自治体であるという










ス生産 ・供給 システム」の大転換であったが、 これを参考に日本の社会福祉基礎構造改革がな
されたといえるだろう。
このようにみると、イギリスのコミュニティケア政策と日本の在宅福祉サービス推進の政策
は、新 自由主義を支持する政権の中で経済システムの強化維持と自助 自立の強調による社会 シ
ステム維持からの縮小を是 とする政治システムの転換からの政策展開であった側面が共通 して











4.日 本 の 「福祉生産 ・供給 システム」 の推進 にかかわる地域福祉政策
(1)在 宅福祉政策 と地域福祉政策
日本の 「福祉生産 ・供給 システム」の変遷は、イギリスのコミュニティケア政策の動向を参
考にし、新自由主義政策のもとで経済システム優先 と徹底 した福祉 コス ト削減によって政治 シ
ステムから社会システム維持の後退が図 られた。 これを補う形で1990年 代からは、サ ッチ ャー
政権下の厳 しい財政削減策に類似 した橋本龍太郎内閣の財政構造改革や小泉純一郎内閣の構造
改革は、市場原理の活用を積極的に導入し(佐 藤2006:45)、 地域 におけるサービス供給の多
元化確保と、利用者個人の選択の自由と自己責任履行を補 うために地域福祉政策を繰 り広げた
という側面も否定できないのである。
ところで 日本の地域福祉政策を辿ってい くと、その萌芽は戦後 まもなくのGHQの 指導、国の
主導による共同募金会、社協の創設や コミュニティ ・オーガニゼーションの導入 と、その後の
社会的つながりの醸成としての国のコミュニティ政策の提起にみることがで きる。 しかし、社










いては 「社会福祉を目的とする事業を企画 し、および実施する」 という努力規定が盛り込まれ、
これに対応する形で全社協は1992年 に社協基本要項を変更 し、在宅福祉サービスを積極的に進
めてい く社協像を提起 し、全国的に自治体からの 「公的福祉サービス」の受託運営や 「福祉サ
ービス活動」の推進が行われるようになった。さらに、イギリスのバークレイ報告のコミュニ
ティ ・ソーシャルワークのような機能を社協が中心 となって発揮 し、地域社会による地域福祉






福祉生産 ・供給システムの生成と地域福祉政策(寺 田 玲)






性化が提起 されている。 この年は介護保険が制定 された年であ り、介護保険導入を機にこれま




2000年 の社会福祉法では 「地域福祉の推進」が明記され、その主体 として 「地域住民、社会
福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動行う者」の三者を明記 し、これ




ボランティア組織、当事者組織 といったアソシエーション型の組織 ・団体 といったような非営
利 ・協同組織も含 まれている(社 会保障審議会福祉部会2002)(7)。 ここで注意すべ きは、社会







を重視 している(岡 崎2006:194)」 ともみ られる。 しかし、人々の健康で文化的生活について
公的な責任 をもたせ、「公的福祉サービス」 としての質と量を確保 しつつ、その運営に多 くの








しか し、これか らの日本の地域社会においては、身近な生活圏 レベルでの地域住民組織やア
ソシエーション型組織による 「福祉活動」の積み上げと、「公的福祉サービス」供給者による連






生活者中心の論理から生成する 「福祉生産 ・供給システム」の構築には、適切な 「公的福祉
サービス」の供給による個々人の自律的生活の保障と、高い公共性 を有する社会福祉法人や非








が ら地域社会に住むことがごくあた り前ととらえられる土壌 を築 くための協力原理に基づ く意
識形成の営みが必要なのである。これら二つの、「サービス」 という概念ではとらえることので
きない営みは共同体的人間関係の中での社会システムの中においてしか行うことのできない営







(2)(田 端2003:11)(平 岡2003:64)を 参照のこと




福祉生産 ・供給システムの生成 と地域福祉 政策(寺 田 玲)
用す る。
(5)イ ギ リスの民 間社 会福祉事業 の伝統や特徴が記 されているb
(6)シ ーボー ム報告 とエ イブス報告 を紐解 き、 当時の地方 自治体 ソー シャルサー ビス とボ ランテ ィア活
動 の関係性 について述べ られてい る。
(7)社 会福祉法上 の地域福祉推進者の 内容が具体 的に例示 され てい る。
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